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【調査の概要】 

１．目的・内容：横浜市の経済・産業政策の効果的な展開に必要な企業動向・ニーズを早期かつ的確に把握する

ために、市内企業・市内に事業所をおく企業を対象にアンケート調査及びヒアリング調査を一

連の「景況・経営動向調査」として、四半期毎に年４回(６月、９月、１２月、３月)実施して

います。 
 
２．調査対象：市内企業・市内に事業所をおく企業 1,000社 

       回収数 550社（回収率：55.0％） 

     

市外本社企業

大企業 中堅企業 中小企業

１５ １６ １８８ １５ ２３４

(３２) (２７) (３２９) (２５) (４１３)

３５ ８８ １６８ ２５ ３１６

(５９) (１４２) (３３６) (５０) (５８７)

５０ １０４ ３５６ ４０ ５５０

(９１) (１６９) (６６５) (７５) (１,０００)
合  計

市内本社企業
合  計

製造業

非製造業

 

※（ ）内は調査対象企業数 

※規模別の定義は以下の通りです。 

      大企業・・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が 10億円以上の企業 

      中堅企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が以下の基準に該当する企業 

製造業や卸売業、小売業、サービス業以外の非製造業：3～10億円未満 

                卸売業：1～10億円未満 

                小売業、サービス業：5千万～10億円未満 

      中小企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が上記の基準未満の企業 

      市外本社企業・・・横浜市以外に本社を置く市内事業所 
 

３．調査時期：平成 27年 9月実施 
 
４．その他：図表中の構成比は小数点第２位を四捨五入し表記しており、表示上の構成比を合計しても 100％に

ならない場合があります。 
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・・   平平成成２２７７年年度度のの資資金金需需要要はは拡拡大大傾傾向向でで、、資資金金繰繰りりはは改改善善基基調調   

・・   中中小小企企業業のの資資金金調調達達手手法法はは   
金金融融機機関関ののププロロパパーー融融資資にに次次いいでで、、信信用用保保証証付付融融資資のの利利用用割割合合がが高高いい   

・・資資金金調調達達手手法法のの多多様様化化はは、、社社債債のの発発行行、、資資本本性性借借入入金金、、ククララウウドドフファァンンデディィンンググ   
のの順順にに活活用用さされれてていいるるがが、、中中小小企企業業のの３３～～４４割割程程度度がが「「知知ららなないい」」とと回回答答   

【ポイント】 

○平成２６年度と比較した平成２７年度の資金需要の見通しは、「変わらない」が 57.6％で最も高いものの、「増 
加する」と回答した企業は 24.5％と、「減少する」（5.6％）に比べて 18.9ポイント上回っている。また、資金 
繰りは『改善した』（20.6％）が『厳しくなった』（16.8％）を 3.8ポイント上回り改善基調となっている。 

○主な資金調達手法については、中小企業では「金融機関のプロパー融資」（37.2％）の利用割合が最も高く、次いで
『信用保証付融資』が 27.0％と高く利用されている。 

○中小企業における資金調達手法のうち、社債の発行（私募債）は、「利用している」が 6.2％で、「知らない」が 31.5％ 
となっている。資本性借入金は、「利用している」が 1.7％で、「知らない」が 43.8％となっている。「クラウドファ 
ンディング」は、「利用している」が 0.6％で、44.7％が「知らない」となっている。 

 (※)「金融機関のプロパー融資」とは、『信用保証付融資』が信用保証協会の保証を付けた融資である一方、金融機
関が信用保証協会の保証を付けず、独自に実行する融資のことを指します。 

 
 

 
 

第 94 回横浜市景況・経営動向調査（平成 27 年 9 月実施）（特別調査） 
 

【市内企業の資金調達手法について】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
  
 
   

 
 
 
 
【特別調査の概要】  
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調査結果の概要 
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種
別
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（規
模
別
）
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種
別
）

（規
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）

【調査対象】市内企業・市内に事業所を置く企業 1,000社（回収数：550社、回収率：55.0％） 
【調査時期】平成 27年 8月 3日～8月 26日（調査票回答及びヒアリング調査期間） 
（注）通常調査の結果概要（自社業況ＢＳＩ等）については、平成 27年 9月 25日発表の内容をご参照ください。2 

1．資金需要の見通し 

○ 昨年度（平成２６年度）と比較した今年度（平成２７年度）の資金需要の見通しについては、資金需要全体で「変
わらない」が 57.6％と最も高いものの、「増加する」と回答した企業は 24.5％と、「減少する」（5.6％）と回答
した企業に比べて 18.9ポイント上回っている。規模別にみると中小企業において「増加する」が 25.8%と中堅企
業(22.1%)、大企業(20.0%)に比べて高くなっており、中小企業において資金需要が高い様子がうかがわれる。 

○ 目的別に比較すると、「変わらない」では［運転資金需要］（64.4％）が他の資金需要に比べて高く、唯一 6割を
超えている。運転資金需要は他の資金需要に比べて変動が小さいことが見て取れる。「増加する」では［設備資
金需要］の 22.2％が高く、企業の設備投資に前向きな姿勢がうかがえる。「ない」では［研究開発資金需要］（33.1％）
が高く、研究開発投資に消極的な姿勢が垣間見える。 
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設備資金需要                 研究開発資金需要 

22.2 

23.5 

21.2 

18.0 

26.0 

21.3 

25.0 

51.6 

50.0 

52.8 

62.0 

51.0 

51.1 

45.0 

6.9 

7.7 

6.3 

10.0 

3.8 

8.1 

0.0 

13.3 

12.0 

14.2 

8.0 

17.3 

14.0 

2.5 

6.0 

6.8 

5.4 

2.0 

1.9 

5.3 

27.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(550)

製造業(234)

非製造業(316)

大企業(50)

中堅企業(104)

中小企業(356)

市外本社企業(40)
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（業
種
別
）

（規
模
別
）
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返済資金需要                    その他 
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資金繰り（現在の状況）           資金繰り（昨年度からの状況の変化） 
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2.資金繰りの状況 

1．資金需要の見通し（前頁続き） 

○ 資金繰りに関する現在の状況についての判断は、「普通」が 49.3％で最も高い。「非常に楽」と「やや楽」を
あわせた『楽』は 23.8％、「やや厳しい」と「非常に厳しい」をあわせた『厳しい』は 20.7％で、『楽』が『厳
しい』を 3.1ポイント上回っている。 

○ 昨年度からの状況の変化についての判断は、「変わらない」が 55.1％で最も高い。「非常に改善した」と「や
や改善した」をあわせた『改善した』は 20.6％で、「やや厳しくなった」と「非常に厳しくなった」をあわせ
た『厳しくなった』の 16.8％に比べ 3.8ポイント高くなっている。 
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主な資金調達手法（複数回答） 

製造業 非製造業 大企業 中堅企業 中小企業 市外本社企業

919 412 507 81 147 647 44

37.4% 38.3% 36.7% 40.7% 37.4% 37.2% 34.1%

21.7% 23.3% 20.3% 1.2% 14.2% 27.0% 4.5%

横浜市の制度融資 8.6% 8.7% 8.5% 0.0% 5.4% 11.0% 0.0%

神奈川県の制度融資 6.0% 6.6% 5.5% 0.0% 3.4% 7.7% 0.0%

信用保証付融資(その
他)

7.1% 8.0% 6.3% 1.2% 5.4% 8.3% 4.5%

12.9% 15.8% 10.7% 6.2% 7.5% 15.1% 11.4%

0.4% 0.2% 0.6% 0.0% 0.0% 0.6% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2.5% 1.9% 3.0% 2.5% 4.1% 2.3% 0.0%

1.0% 1.0% 1.0% 7.4% 0.0% 0.0% 6.8%

1.3% 0.7% 1.8% 9.9% 0.0% 0.2% 6.8%

0.7% 0.5% 0.8% 1.2% 0.7% 0.6% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.7% 0.0% 1.2% 0.0% 2.7% 0.3% 0.0%

13.5% 12.1% 14.6% 18.5% 20.4% 10.8% 20.5%

1.6% 1.2% 2.0% 1.2% 0.0% 2.2% 0.0%

6.3% 4.9% 7.5% 11.1% 12.9% 3.6% 15.9%

※無回答は除外して集計しています。

全産業
業種別 規模別

項目

回答件数

金融機関(銀行･信用金庫)
のプロパー融資
信用保証付融資

政府系金融機関融資

資本性借入金

クラウドファンディング

社債の発行(私募債)

自己資本

親族・知人からの借入

その他

社債の発行(公募債)

株式(上場)

株式(非上場)

ベンチャーキャピタル

ノンバンク

 
 

 
 
 
 
 

  
 

 
 

 
固定型・変動型別割合                現在の適用金利 

※無回答は除外して集計しています。 ※無回答は除外して集計しています。
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4．直近の運転資金の借入の状況 

  

                    ○ 現在の借入金利の型については、「金利固定型」が 71.4％と、「金利変動型」の 28.6％に比べて非常に高い。
規模別では大企業（44.0％）、中堅企業（72.1％）、中小企業（74.7％）と規模が小さいほど「金利固定型」の
割合が高い。 

○ 現在の適用金利は、「0.6～1.0％」が 27.5％と最も高く、次いで「1.1～1.5％」（22.6％）、「1.6～2.0％」（18.3％）
となっている。規模別では、規模が小さいほど適用金利が高くなる傾向がみられる。 

3．資金調達手法の利用状況について 

○ 主な資金調達手法では、「金融機関のプロパー融資」が 37.4％で最も高い。次いで「横浜市の制度融資」、「神
奈川県の制度融資」、「信用保証付融資（横浜市・神奈川県の制度融資以外）」を合計した『信用保証付融資』
が 21.7％、「自己資本」（13.5％）、「政府系金融機関融資」（12.9％）となっている。 

○ 業種別では、製造業、非製造業ともに「金融機関のプロパー融資」がそれぞれ 38.3％、36.7％で最も高い。
製造業では『信用保証付融資』が 23.3％、「政府系金融機関融資」が 15.8％で、非製造業の 20.3％、10.7％
をそれぞれ上回っており、公的制度・機関の利用割合が高い。 

○ 規模別では、全ての規模で「金融機関のプロパー融資」が最も高く、大企業（40.7％）、中堅企業（37.4％）、
中小企業（37.2％）と規模が大きいほど割合が高くなっている。一方、『信用保証付融資』は中小企業が 27.0％
と高く、また「政府系金融機関融資」の利用も中小企業が 15.1％で最も高い。規模が小さいほど公的制度・
機関の利用割合が高い様子がうかがえる。 
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◎報告書掲載 URL  http://www.city.yokohama.lg.jp/keizai/happyou/keikyoureport.html （掲載予定日：10 月 21 日） 
 

○ 社債の発行（私募債）は、「興味がない」が 51.3％で最も高く、「知らない」（27.8％）をあわせて 
79.1％となっている。一方、「利用している」が 6.0％ある。規模別では全ての規模で利用実績があ 
り、「興味がある」について、中堅企業(8.7％)・中小企業(4.2％)は大企業(2.0％)に比べ高くなって 
いる。 

○ 資本性借入金の利用状況は、「興味がない」が 41.3％で最も高く、「知らない」（40.4％）をあわせて 81.7％
に達する。一方、「利用している」は 1.1％となっている。規模別では「興味がある」が中堅企業(9.6％)・
中小企業(9.6％)において、大企業(2.0％)より高く、中小企業では利用している企業がある。 

○ クラウドファンディング（購入型・融資型）では、「興味がない」が 43.5％で最も高く、「知らない」（39.8％）
をあわせて 83.3％となっている。一方、「利用している」は 0.4％にとどまる。規模別では「興味がある」
が中堅企業(8.7％)・中小企業(7.6％)において大企業(2.0％)に比べ高く、中小企業では利用している企
業がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

社債の発行（私募債）利用状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

資本性借入金利用状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

クラウドファンディング利用状況（購入型・融資型） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 

お問合せ先 

経済局経済企画課長          佐々田 賢一 Tel 045-671-2565    
経済局金融課長          伊藤 敏孝  Tel 045-671-2586 
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5. 社債の発行、資本性借入金、クラウドファンディングによる資金調達手法の利用状況について  

                    

http://www.city.yokohama.lg.jp/keizai/happyou/keikyoureport.html
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特別調査結果 

―市内企業の資金調達手法について―  
特別調査回収数 550社 （回収率：55.0％） 

      

市外本社企業

大企業 中堅企業 中小企業

１５ １６ １８８ １５ ２３４

(３２) (２７) (３２９) (２５) (４１３)

３５ ８８ １６８ ２５ ３１６

(５９) (１４２) (３３６) (５０) (５８７)

５０ １０４ ３５６ ４０ ５５０

(９１) (１６９) (６６５) (７５) (１,０００)
合  計

市内本社企業
合  計

製造業

非製造業

 

（注）（ ）内は調査対象企業数 
 
 

 

昨年度（平成 26年度）と比較した今年度（平成 27年度）の資金需要の見通しを資金需要全体でみると、運転
資金需要（図表 1（ａ））では、「変わらない」が 64.4％で最も高く、次いで「増加する」（19.3％）、「ない」（5.5％）、
「減少する」（5.3％）となっている。（無回答を除く。以下同じ）。 

運転資金需要の「変わらない」（64.4％）は他の資金需要に比べ高く、唯一 6割を超えており、運転資金需要は
他の資金需要に比べ変動が小さいことが見て取れる。 

規模別では、全ての規模で「変わらない」が最も高く、次いで「増加する」となっている。中堅企業が大企業、
中小企業に比べ「増加する」と「減少する」では低く、「ない」では高くなっている。 

 

設備資金需要（図表 1（ｂ））では、「変わらない」が 51.6％で最も高く、次いで「増加する」（22.2％）、「ない」
（13.3％）となっている。 

設備資金需要の「増加する」（22.2％）は他の資金需要に比べて高く、企業の設備投資に前向きな姿勢がうかが
える。 

規模別では、全ての規模で「変わらない」が最も高く、次いで「増加する」となっている。3位には大企業で
は「減少する」（10.0％）がつづき、中堅企業、中小企業では「ない」がそれぞれ 17.3％、14.0％でつづいてい
る。 

 

図表 1（ａ） 運転資金需要：業種別、規模別           図表 1（ｂ） 設備資金需要：業種別、規模別 
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研究開発資金需要（図表 1（ｃ））では、「変わらない」が 49.6％で最も高く、次いで「ない」（33.1％）、「増加
する」（6.5％）となっている。 

研究開発資金需要の「ない」（33.1％）は他の資金需要に比べ高く、研究開発投資に消極的な姿勢が垣間見える。 

業種別では、非製造業の「変わらない」は 43.4％で最も高いが、「ない」も 42.7％で拮抗しており、また、製
造業の「ない」（20.1％）に比べ 2倍強となっている。 

規模別では、全ての規模で「変わらない」が最も高い。「増加する」は規模が小さいほど高く、大企業（2.0％）、
中堅企業（2.9％）に比べ中小企業では 8.1％に達する。 

 

1．昨年度（平成 26年度）と比較した今年度（平成 27年度）の目的別資金需要の見通し 
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返済資金需要（図表 1（ｄ））では、「変わらない」が 57.1％で最も高く、次いで「ない」（16.7％）、「増加する」
（13.8％）となっている。 

業種別では、製造業が非製造業に比べ「増加する」では高く、「減少する」、「ない」では低い。製造業の方が返
済資金需要は強い様子がうかがえる。 

規模別では、全ての規模で「変わらない」が最も高い。「増加する」では中小企業（17.1％）が大企業（8.0％）、
中堅企業（10.6％）に比べ高く、返済資金需要が高い様子がうかがわれる。「ない」では中堅企業が最も高い。 

  

図表 1（ｃ） 研究開発資金需要：業種別、規模別       図表 1（ｄ） 返済資金需要：業種別、規模別 

6.5 

11.1 

3.2 

2.0 

2.9 

8.1 

7.5 

49.6 

58.1 

43.4 

58.0 

48.1 

49.7 

42.5 

2.0 

2.1 

1.9 

0.0 

1.9 

2.2 

2.5 

33.1 

20.1 

42.7 

36.0 

42.3 

31.7 

17.5 

8.7 

8.5 

8.9 

4.0 

4.8 

8.1 

30.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(550)

製造業(234)

非製造業(316)

大企業(50)

中堅企業(104)

中小企業(356)

市外本社企業(40)

増加する 変わらない 減少する ない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

13.8 

17.1 

11.4 

8.0 

10.6 

17.1 

0.0 

57.1 

59.0 

55.7 

62.0 

49.0 

59.6 

50.0 

5.8 

5.6 

6.0 

8.0 

8.7 

4.5 

7.5 

16.7 

12.0 

20.3 

20.0 

29.8 

12.9 

12.5 

6.5 

6.4 

6.6 

2.0 

1.9 

5.9 

30.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(550)

製造業(234)

非製造業(316)

大企業(50)

中堅企業(104)

中小企業(356)

市外本社企業(40)

増加する 変わらない 減少する ない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 

 

その他（図表 1（ｅ））では、「変わらない」が 54.9％で最も高く、次いで「ない」（25.5％）、「増加する」（2.5％）
となっている。 

業種別に比較すると、製造業は非製造業に比べ「変わらない」が高く、「ない」は低くなっている。 

規模別では、全ての規模で「変わらない」が最も高く、大企業では 70.0％に達し、中堅企業(53.8%)、中小企
業(54.5%)に比べ高い。 

 

資金需要全体（図表 1（ｆ））では、「変わらない」が 57.6％で最も高く、次いで「増加する」（24.5％）、「減少
する」（5.6％）となっている。 

規模別では、全ての規模で「変わらない」が最も高く、規模が大きいほど高い。「増加する」では規模が小さい
ほど高く、小規模ほど資金需要が高い様子がうかがえる。 

 

図表 1（ｅ） その他：業種別、規模別           図表 1（ｆ） 資金需要全体：業種別、規模別 
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資金繰りに関する現在の状況についての判断（図表２（ａ））については、「普通」が 49.3％で最も高く、次い

で「やや楽」（16.2％）、「やや厳しい」（16.0％）となっている。「非常に楽」と「やや楽」をあわせた『楽』は
23.8％、「やや厳しい」と「非常に厳しい」をあわせた『厳しい』は 20.7％で、『楽』が『厳しい』を 3.1ポイン
ト上回っている。 

業種別では、両業種とも「普通」が最も高い。製造業の『楽』は 21.3％、『厳しい』は 21.0％、非製造業では
『楽』は 25.6％、『厳しい』は 20.6％で製造業、非製造業ともに『楽』が『厳しい』に比べ高くなっている。 

規模別では、全ての規模で「普通」が最も高く、なかでも大企業では 70.0％と 7割に達している。一方、中小
企業では 45.2％と 5割に達しない。大企業では『楽』が 20.0％と『厳しい』の 8.0％を上回っている。中堅企業
でも『楽』は 25.9％で『厳しい』の 16.4％に比べ高い。一方、中小企業では『楽』は 23.8％で『厳しい』の 25.5％
に比べ低くなっている。 

 

  図表２（ａ） 資金繰り（現在の状況）：業種別、規模別 
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昨年度からの状況の変化についての判断（図表 2（ｂ））については、「変わらない」が 55.1％で最も高く、次
いで「やや改善した」（19.1％）、「やや厳しくなった」（13.5％）となっている。「非常に改善した」と「やや改善
した」をあわせた『改善した』は 20.6％で、「やや厳しくなった」と「非常に厳しくなった」をあわせた『厳し
くなった』の 16.8％に比べ 3.8ポイント高くなっている。 

業種別では、製造業、非製造業ともに「変わらない」がそれぞれ 55.6％、54.7％で最も高い。製造業では『厳
しくなった』（18.8％）が『改善した』（18.0％）と拮抗している。非製造業では『改善した』が 22.5％で『厳し
くなった』（15.2％）に比べ高く、また、製造業に比べても 4.5ポイント高く、非製造業において資金繰りがより
改善している様子がうかがえる。 

規模別では、全ての規模で「変わらない」が最も高い。大企業では『厳しくなった』（16.0％）は『改善した』
（14.0％）に比べ高い。一方、中堅企業では『改善した』が 18.3％で『厳しくなった』の 8.7％に比べ 9.6ポイ
ント高い。中小企業の『改善した』（22.8％）と『厳しくなった』（20.8％）は、いずれも大企業、中堅企業に比
べ高く、規模が小さいほど資金繰りの変動傾向が強い様子がうかがえる。 

 

 図表２（ｂ） 資金繰り（昨年度からの状況の変化）：業種別、規模別 
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6.2 

27.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(550)

製造業(234)

非製造業(316)

大企業(50)

中堅企業(104)

中小企業(356)

市外本社企業(40)

非常に改善した やや改善した 変わらない やや厳しくなった 非常に厳しくなった 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 
 

2．資金繰り状況の判断（現在の状況・昨年度からの変化） 

                    



 
9 

 

 
主な資金調達手法（現在）］（資金調達手法における第一順位～第三順位）（図表 3(a0)）についてみると、「金

融機関のプロパー融資」が 37.4％で最も高い。次いで「横浜市の制度融資」、「神奈川県の制度融資」、「信用保証
付融資（横浜市・神奈川県の制度融資以外）」を合計した『信用保証付融資』が 21.7％、「自己資本」（13.5％）、
「政府系金融機関融資」（12.9％）となっている。 

業種別にみると、製造業では「金融機関プロパー融資」が 38.3％で最も高く、次いで『信用保証付融資』（23.3％）、
「政府系金融機関融資」（15.8％）、非製造業では「金融機関プロパー融資」が 36.7％で最も高く、次いで『信用
保証付融資』（20.3％）となっている。 

業種別に比較すると、製造業は『信用保証付融資』、「政府系金融機関融資」で非製造業を上回っており、公的
制度・機関の利用割合が高い。 

規模別にみると、大企業では「金融機関プロパー融資」が 40.7％で最も高く、次いで「自己資本」（18.5％）、
「株式（上場）」（9.9％）となっている。中堅企業では「金融機関プロパー融資」が 37.4％で最も高く、次いで
「自己資本」（20.4％）、『信用保証付融資』（14.2％）となっている。中小企業では「金融機関プロパー融資」が
37.2％で最も高く、次いで『信用保証付融資』（27.0％）、「政府系金融機関融資」（15.1％）となっている。 

規模別に比較すると、中小企業が『信用保証付融資』と「政府系金融機関融資」で大企業、中堅企業に比べ高
く、規模が小さいほど公的制度・機関の利用割合が高い様子がうかがわれる。 

 

 図表 3(a0) 主な資金調達手法（現在）（資金調達手法における第一順位～第三順位）：業種別、規模別 

製造業 非製造業 大企業 中堅企業 中小企業 市外本社企業

919 412 507 81 147 647 44

37.4% 38.3% 36.7% 40.7% 37.4% 37.2% 34.1%

21.7% 23.3% 20.3% 1.2% 14.2% 27.0% 4.5%

横浜市の制度融資 8.6% 8.7% 8.5% 0.0% 5.4% 11.0% 0.0%

神奈川県の制度融資 6.0% 6.6% 5.5% 0.0% 3.4% 7.7% 0.0%

信用保証付融資(その
他)

7.1% 8.0% 6.3% 1.2% 5.4% 8.3% 4.5%

12.9% 15.8% 10.7% 6.2% 7.5% 15.1% 11.4%

0.4% 0.2% 0.6% 0.0% 0.0% 0.6% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2.5% 1.9% 3.0% 2.5% 4.1% 2.3% 0.0%

1.0% 1.0% 1.0% 7.4% 0.0% 0.0% 6.8%

1.3% 0.7% 1.8% 9.9% 0.0% 0.2% 6.8%

0.7% 0.5% 0.8% 1.2% 0.7% 0.6% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.7% 0.0% 1.2% 0.0% 2.7% 0.3% 0.0%

13.5% 12.1% 14.6% 18.5% 20.4% 10.8% 20.5%

1.6% 1.2% 2.0% 1.2% 0.0% 2.2% 0.0%

6.3% 4.9% 7.5% 11.1% 12.9% 3.6% 15.9%

※無回答は除外して集計しています。

全産業
業種別 規模別

項目

回答件数

金融機関(銀行･信用金庫)
のプロパー融資
信用保証付融資

政府系金融機関融資

資本性借入金

クラウドファンディング

社債の発行(私募債)

自己資本

親族・知人からの借入

その他

社債の発行(公募債)

株式(上場)

株式(非上場)

ベンチャーキャピタル

ノンバンク

 
 

順位別にみると、第一順位（図表 3（ａ1））では、「金融機関のプロパー融資」が 53.6％で最も高く、次いで「自

己資本」（16.7％）、「その他」（10.5％）となっている。 

業種別では製造業が『信用保証付融資』と「政府系金融機関融資」の利用割合が非製造業に比べ高い。 

規模別では、全ての規模で「金融機関プロパー融資」が高く、規模が小さいほど公的制度、機関の利用割合が

高い。 

 

    

3．資金調達手法（現在・今後） 
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図表 3（ａ1） 資金調達手法（現在・第一順位）：業種別、規模別 

　　

金融

機関

(銀行･
信用

金庫)

のプロ

パー融

資

信用

保証

付融
資

横浜

市の

制度
融資

神奈

川県

の制
度融

資

信用

保証

付融
資(上

記２、

３以

外)

政府

系金

融機
関融

資

資本

性借

入金

クラウ

ドファ

ンディ
ング

社債

の発

行(私
募債)

社債

の発

行(公
募債)

株式

(上場)

株式

(非上

場)

ベン

チャー

キャピ
タル

ノンバ

ンク

自己

資本

親族・

知人

からの
借入

その他

全産業(478) 53.6 10.0 4.8 1.3 4.0 6.5 0.0 0.0 0.6 0.0 0.8 0.0 0.0 0.2 16.7 1.0 10.5

製造業(202) 55.4 12.4 5.4 2.0 5.0 9.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 13.9 1.0 7.4

非製造業(276) 52.2 8.3 4.3 0.7 3.3 4.3 0.0 0.0 1.1 0.0 1.1 0.0 0.0 0.4 18.8 1.1 12.7

0

10

20

30

40

50

60

全産業

製造業

非製造業

信用保証付融資の

内訳

金融

機関

(銀行･
信用

金庫)

のプロ

パー

融資

信用

保証

付融
資

横浜

市の

制度
融資

神奈

川県

の制
度融

資

信用

保証

付融
資(上

記２、

３以

外)

政府

系金

融機
関融

資

資本

性借

入金

クラウ

ドファ

ンディ
ング

社債

の発

行(私
募債)

社債

の発

行(公
募債)

株式

(上場)

株式

(非上

場)

ベン

チャー

キャピ
タル

ノンバ

ンク

自己

資本

親族・

知人

からの
借入

その他

大企業(46) 58.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.3 0.0 0.0 0.0 21.7 0.0 15.2

中堅企業(97) 46.4 4.1 1.0 1.0 2.1 5.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 23.7 0.0 19.6

中小企業(311) 55.9 14.1 7.1 1.6 5.5 8.4 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.9 1.6 6.1

市外本社企業(24) 41.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0 0.0 0.0 29.2 0.0 20.8

0

10

20

30

40

50

60

70

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業
信用保証付融資の

内訳

 
（注）無回答は除外して集計しています。     （注）無回答は除外して集計しています。  

 

第二順位（図表 3（ａ2））では、『信用保証付融資』が 32.2％で最も高く、次いで「金融機関のプロパー融資」

（25.0％）、「政府系金融機関融資」（19.3％）となっている。 

業種別では、両業種とも『信用保証付融資』が最も高い。『信用保証付融資』では非製造業が製造業に比べ高く、

「政府系金融機関融資」では製造業が非製造業に比べて高くなっている。 

規模別では、大企業で「社債の発行（公募債）」、「株式（上場）」が高く、市場からの資金調達が行われている。 

 

図表 3（ａ2） 資金調達手法（現在・第二順位）：業種別、規模別 

　　

金融

機関

のプ
ロ

パー

融資

信用

保証

付融
資

横浜

市の

制度
融資

神奈

川県

の制
度融

資

信用

保証

付融
資(そ

の他)

政府

系金

融機
関融

資

資本

性借

入金

クラ

ウド

ファン
ディ

ング

社債

の発

行(私
募債)

社債

の発

行(公
募債)

株式

(上

場)

株式

(非上

場)

ベン

チャ

ー
キャ

ピタ

ル

ノン

バン

ク

自己

資本

親

族・

知人
から

の借

入

その

他

全産業(280) 25.0 32.1 13.6 8.2 10.4 19.3 1.1 0.0 4.6 1.8 1.4 1.8 0.0 1.1 7.1 2.5 2.1

製造業(133) 27.8 28.6 12.0 7.5 9.0 23.3 0.0 0.0 5.3 1.5 0.8 0.8 0.0 0.0 8.3 1.5 2.3

非製造業(147) 22.4 35.4 15.0 8.8 11.6 15.6 2.0 0.0 4.1 2.0 2.0 2.7 0.0 2.0 6.1 3.4 2.0

0

5

10

15

20

25

30

35

40
全産業

製造業

非製造業

信用保証付融資の

内訳

金融

機関

のプロ
パー

融資

信用

保証

付融
資

横浜

市の

制度
融資

神奈

川県

の制
度融

資

信用

保証

付融
資(そ

の他)

政府

系金

融機
関融

資

資本

性借

入金

クラウ

ドファ

ンディ
ング

社債

の発

行(私
募債)

社債

の発

行(公
募債)

株式

(上場)

株式

(非上

場)

ベン

チャー

キャピ
タル

ノンバ

ンク

自己

資本

親族・

知人

からの
借入

その

他

大企業(23) 26.1 0.0 0.0 0.0 0.0 13.0 0.0 0.0 8.7 13.0 13.0 4.3 0.0 0.0 8.7 4.3 8.7

中堅企業(32) 18.8 37.5 18.8 3.1 15.6 12.5 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 3.1 0.0 6.3 9.4 0.0 0.0

中小企業(212) 25.0 35.8 15.1 10.4 10.4 21.7 1.4 0.0 3.3 0.0 0.0 1.4 0.0 0.5 6.6 2.8 1.4

市外本社企業(13) 38.5 15.4 0.0 0.0 15.4 7.7 0.0 0.0 0.0 15.4 7.7 0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 7.7

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

信用保証付融資の

内訳

 
（注）無回答は除外して集計しています。     （注）無回答は除外して集計しています。  

 

第三順位（図表 3（ａ3））では、『信用保証付融資』が 37.9％で最も高く、次いで「政府系金融機関融資」（21.1％）、

「自己資本」（14.9％）となっている。 

業種別では、製造業の『信用保証付融資』（42.9％）は非製造業（33.3％）を上回っている。一方、「政府系金

融機関融資」は非製造業が高くなっている。 

規模別では、大企業は「社債の発行（公募債）」、「株式（上場）」、「自己資本」がともに 25.0％で最も高い。一

方、規模が小さいほど公的制度、機関の利用割合が高い。 

 

図表 3（ａ3） 資金調達手法（現在・第三順位）：業種別，規模別 

　　

金融

機関

のプロ
パー

融資

信用

保証

付融
資

横浜

市の

制度
融資

神奈

川県

の制
度融

資

信用

保証

付融
資(そ

の他)

政府

系金

融機
関融

資

資本

性借

入金

クラウ

ドファ

ンディ
ング

社債

の発

行(私
募債)

社債

の発

行(公
募債)

株式

(上場)

株式

(非上

場)

ベン

チャー

キャピ
タル

ノンバ

ンク

自己

資本

親族・

知人

から
の借

入

その

他

全産業(161) 11.2 37.9 11.2 16.1 10.6 21.1 0.6 0.0 4.3 2.5 2.5 0.6 0.0 1.2 14.9 1.9 1.2

製造業(77) 11.7 42.9 11.7 16.9 14.3 19.5 1.3 0.0 1.3 2.6 1.3 1.3 0.0 0.0 14.3 1.3 2.6

非製造業(84) 10.7 33.3 10.7 15.5 7.1 22.6 0.0 0.0 7.1 2.4 3.6 0.0 0.0 2.4 15.5 2.4 0.0

0

5

10
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20
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35

40

45

全産業

製造業

非製造業

信用保証付融資の

内訳
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機関

のプロ
パー

融資

信用

保証

付融
資

横浜

市の

制度
融資

神奈

川県

の制
度融

資

信用

保証

付融
資(そ

の他)

政府

系金

融機
関融

資

資本

性借

入金

クラウ

ドファ

ンディ
ング

社債

の発

行(私
募債)

社債

の発

行(公
募債)

株式

(上場)

株式

(非上

場)

ベン

チャー

キャピ
タル

ノンバ

ンク

自己

資本

親族・

知人

から
の借

入

その

他

大企業(12) 0.0 8.3 0.0 0.0 8.3 16.7 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0

中堅企業(18) 22.2 27.8 5.6 16.7 5.6 11.1 0.0 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 5.6 22.2 0.0 0.0

中小企業(124) 11.3 44.4 13.7 18.5 12.1 21.0 0.8 0.0 4.0 0.0 0.8 0.8 0.0 0.8 12.9 2.4 0.8

市外本社企業(7) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 57.1 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 14.3

0

10

20

30

40

50

60

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

信用保証付融資の

内訳

 

（注）無回答は除外して集計しています。              （注）無回答は除外して集計しています。 
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［主な資金調達手法（今後）］（資金調達手法における第一順位～第三順位）（図表 3(b0)）についてみると、「金

融機関のプロパー融資」が 36.9％で最も高い。次いで『信用保証付融資』（22.3％）、「政府系金融機関融資」（13.4％）

となっている。 

業種別にみると、製造業では「金融機関プロパー融資」が 37.4％で最も高く、次いで『信用保証付融資』（25.4％）、

「政府系金融機関融資」（15.9％）、非製造業では「金融機関プロパー融資」が 36.4％で最も高く、次いで『信用

保証付融資』（19.6％）となっている。 

業種別に比較すると、製造業は『信用保証付融資』、「政府系金融機関融資」で非製造業を上回っており、公的

制度・機関の利用の意向が非製造業に比べ高い。 

規模別にみると、大企業では「金融機関プロパー融資」が 41.3％で最も高く、次いで「自己資本」（17.5％）、

「株式（上場）」（11.3％）となっている。中堅企業では「金融機関プロパー融資」が 38.2％で最も高く、次いで

「自己資本」（21.5％）、『信用保証付融資』（11.9％）となっている。中小企業では「金融機関プロパー融資」が

36.2％で最も高く、次いで『信用保証付融資』（28.5％）、「政府系金融機関融資」（15.9％）となっている。 

規模別に比較すると、中小企業が『信用保証付融資』と「政府系金融機関融資」で大企業、中堅企業に比べ高

く、規模が小さいほど公的制度・機関の利用の意向が高い様子がうかがわれる。 

 

図表 3(b0) 主な資金調達手法（今後）（資金調達手法における第一順位～第三順位）：業種別、規模別 

製造業 非製造業 大企業 中堅企業 中小企業 市外本社企業

911 414 497 80 144 643 44

36.9% 37.4% 36.4% 41.3% 38.2% 36.2% 34.1%

22.3% 25.4% 19.6% 1.3% 11.9% 28.5% 4.5%

横浜市の制度融資
8.8% 9.7% 8.0% 0.0% 3.5% 11.7% 0.0%

神奈川県の制度融資
6.5% 7.5% 5.6% 0.0% 2.8% 8.6% 0.0%

信用保証付融資(その
他)

7.0% 8.2% 6.0% 1.3% 5.6% 8.2% 4.5%

13.4% 15.9% 11.3% 5.0% 7.6% 15.9% 11.4%

0.5% 0.0% 1.0% 0.0% 0.0% 0.8% 0.0%

0.1% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.2% 0.0%

1.8% 1.4% 2.0% 2.5% 2.8% 1.6% 0.0%

1.0% 1.0% 1.0% 7.5% 0.0% 0.0% 6.8%

1.4% 0.7% 2.0% 11.3% 0.0% 0.2% 6.8%

0.7% 0.5% 0.8% 1.3% 0.7% 0.6% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1.1% 0.0% 2.0% 0.0% 4.2% 0.6% 0.0%

13.0% 11.1% 14.5% 17.5% 21.5% 10.0% 20.5%

1.4% 1.0% 1.8% 1.3% 0.0% 1.9% 0.0%

6.5% 5.6% 7.2% 11.3% 13.2% 3.7% 15.9%

※無回答は除外して集計しています。

親族・知人からの借入

その他

ノンバンク

自己資本

項目

金融機関(銀行･信用金庫)
のプロパー融資
信用保証付融資

社債の発行(私募債)

社債の発行(公募債)

株式(上場)

株式(非上場)

ベンチャーキャピタル

政府系金融機関融資

資本性借入金

クラウドファンディング

回答件数

全産業
業種別 規模別

 
   

 

 

順位別にみると、第一順位（図表 3（ｂ1））では，「金融機関のプロパー融資」が 53.6％で最も高く、次いで「自

己資本」（16.9％）「その他」（10.2％）となっている。 

業種別では、製造業が『信用保証付融資』と「政府系金融機関融資」で非製造業に比べ高くなっている。 

規模別では、全ての規模で「金融機関のプロパー融資」が最も高い。規模が小さいほど『信用保証付融資』並

びに「政府系金融機関融資」の割合が高くなっている。 
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図表 3（ｂ1） 資金調達手法（今後・第一順位）：業種別、規模別 
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付融
資

横浜

市の

制度
融資

神奈

川県

の制
度融

資

信用

保証

付融
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ベン

チャー

キャピ
タル

ノンバ

ンク

自己

資本

親族・

知人

から
の借

入

その

他

全産業(472) 53.6 10.6 4.9 1.5 4.2 6.4 0.2 0.0 0.2 0.0 0.8 0.0 0.0 0.4 16.9 0.6 10.2

製造業(201) 53.2 14.4 7.0 2.5 5.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 13.4 1.0 7.5

非製造業(271) 53.9 7.7 3.3 0.7 3.7 3.7 0.4 0.0 0.4 0.0 1.1 0.0 0.0 0.7 19.6 0.4 12.2
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債)

社債の
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(公募
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(上場)
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(非上
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ベン

チャー

キャピ
タル

ノンバ

ンク

自己資

本

親族・

知人か

らの借
入

その他

大企業(46) 56.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.3 0.0 0.0 0.0 23.9 0.0 15.2

中堅企業(95) 47.4 4.2 1.1 1.1 2.1 3.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 25.3 0.0 18.9

中小企業(307) 56.0 15.0 7.2 2.0 5.9 8.8 0.3 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 12.4 1.0 5.9

市外本社企業(24) 41.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0 0.0 0.0 29.2 0.0 20.8
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市外本社企業信用保証付融資の
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（注）無回答は除外して集計しています。              （注）無回答は除外して集計しています。 

 

第二順位（図表 3（ｂ2））では、『信用保証付融資』が 31.5％で最も高く、次いで「金融機関のプロパー融資」

（23.7％）、「政府系金融機関融資」（20.8％）となっている。 

業種別では、両業種ともに『信用保証付融資』が最も高い。 

規模別では、規模が小さいほど『信用保証付融資』、「政府系金融機関融資」の割合が高くなっている。 

 

 

   図表 3(ｂ2) 資金調達手法（今後・第二順位）：業種別、規模別 
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付融
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他

全産業(279) 23.7 31.5 12.9 8.6 10.0 20.8 1.1 0.0 3.6 1.8 1.4 1.8 0.0 1.8 6.5 3.2 2.9

製造業(134) 28.4 29.9 10.4 9.7 9.7 23.9 0.0 0.0 3.7 1.5 0.7 0.7 0.0 0.0 6.7 0.7 3.7

非製造業(145) 19.3 33.1 15.2 7.6 10.3 17.9 2.1 0.0 3.4 2.1 2.1 2.8 0.0 3.4 6.2 5.5 2.1
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入
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大企業(22) 31.8 0.0 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 9.1 13.6 13.6 4.5 0.0 0.0 4.5 4.5 9.1

中堅企業(33) 21.2 30.3 12.1 3.0 15.2 15.2 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 3.0 0.0 9.1 9.1 0.0 3.0

中小企業(211) 22.3 36.0 15.2 10.9 10.0 23.7 1.4 0.0 2.4 0.0 0.0 1.4 0.0 0.9 6.2 3.8 1.9

市外本社企業(13) 38.5 15.4 0.0 0.0 15.4 7.7 0.0 0.0 0.0 15.4 7.7 0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 7.7
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（注）無回答は除外して集計しています。              （注）無回答は除外して集計しています。 

  

第三順位（図表 3（ｂ3））では、『信用保証付融資』が 40.6％で最も高く、次いで「政府系金融機関融資」（21.3％）、

「自己資本」（12.5％）となっている。一方、「金融機関プロパー融資」は 10.6％にとどまる。 

業種別では、両業種ともに『信用保証付融資』が最も高く、製造業（45.8％）が非製造業（35.8％）に比べ高

い。一方「政府系金融機関融資」は非製造業が高い。 

規模別では大企業では株式や公募債等市場から直接、資金調達する意向が強いことがうかがえ、中堅企業では

自己資本で、中小企業では公的制度・機関を通じての資金調達を志向している姿がうかがえる。 

 

図表 3(ｂ3) 資金調達手法（今後・第三順位）：業種別、規模別 
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全産業(160) 10.6 40.6 13.1 17.5 10.0 21.3 0.6 0.6 3.1 2.5 3.1 0.6 0.0 1.9 12.5 0.6 1.9

製造業(79) 12.7 45.6 15.2 16.5 13.9 17.7 0.0 0.0 1.3 2.5 1.3 1.3 0.0 0.0 12.7 1.3 3.8

非製造業(81) 8.6 35.8 11.1 18.5 6.2 24.7 1.2 1.2 4.9 2.5 4.9 0.0 0.0 3.7 12.3 0.0 0.0
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ンク

自己

資本

親族・

知人

からの
借入

その

他

大企業(12) 0.0 8.3 0.0 0.0 8.3 16.7 0.0 0.0 0.0 25.0 33.3 0.0 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0

中堅企業(16) 18.8 18.8 0.0 12.5 6.3 18.8 0.0 0.0 6.3 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 25.0 0.0 0.0

中小企業(125) 11.2 48.8 16.8 20.8 11.2 20.0 0.8 0.8 3.2 0.0 0.8 0.8 0.0 0.8 10.4 0.8 1.6

市外本社企業(7) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 57.1 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 14.3
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（注）無回答は除外して集計しています。               （注）無回答は除外して集計しています。 
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直近の運転資金の借入の状況についてみると、借入の手段（図表 4（ア））は、「金融機関（銀行・信用金庫）

のプロパー融資」が 67.1％と非常に高い。次いで『信用保証付融資』（13.5％）、「政府系金融機関融資」（8.8％）

となっている。 

規模別にみると、大企業では「金融機関のプロパー融資」が 88.0％と非常に高く、中堅・中小企業に比べても

高く、大企業の信用を背景に市中金融機関からの資金調達を行っている様子がうかがわれる。『信用保証付融資』

と「政府系金融機関融資」は中小企業が最も高く、規模が小さいほど公的制度融資・機関が利用されている様子

が認められる。 

図表 4(ア) 借入手段：業種別、規模別 
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全産業(319) 67.1 13.5 5.0 1.9 6.6 8.8 0.3 0.0 1.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 1.3 6.6

製造業(146) 65.8 14.4 6.2 0.7 7.5 8.9 0.0 0.0 2.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.4 6.8

非製造業(173) 68.2 12.7 4.0 2.9 5.8 8.7 0.6 0.0 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 1.2 6.4
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入
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大企業(25) 88.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.0

中堅企業(59) 64.4 8.5 1.7 1.7 5.1 8.5 0.0 0.0 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.7 0.0 15.3

中小企業(228) 64.9 16.7 6.6 2.2 7.9 10.1 0.4 0.0 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 1.8 3.5

市外本社企業(7) 85.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3
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（注）無回答は除外して集計しています。               （注）無回答は除外して集計しています。 

 

借入金利（図表 4（イ））は、「固定型」が 71.4％と高く、「変動型」は 28.6％となっている。 

規模別では、大企業で「変動型」が 56.0％と「固定型」（44.0％）に比べて高い。「変動型」が「固定型」に比

べて高いのは大企業のみで、中堅・中小企業では「固定型」が「変動型」に比べ高い。 

 
図表 4（イ） 借入金利：業種別、規模別 
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 （注）無回答は除外して集計しています。 

 

借入を行った時期（図表４（ウ））は、「平成 27年」が 69.7％と 7 割に達し、最も高い。次いで「平成 26 年」

（14.8％）、「平成 25年」（4.8％）となっている。 

規模別では、中堅企業で「平成 27年」が 83.9％に達し、大企業（75.0％）、中小企業（65.3％）に比べ集中度

が高くなっている。 

図表 4（ウ） 借入時期：業種別、規模別 
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 （注）無回答は除外して集計しています。 

 

4．直近の運転資金の借入の状況 
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現在の適用金利（図表４（エ）（ａ））は、「0.6～1.0％」が 27.5％で最も高く、次いで「1.1～1.5％」（22.6％）、

「1.6～2.0％」（18.3％）となっている。 

規模別では、「～0.5％」で大企業が 26.9％、中堅企業も 26.7％に達するが、中小企業は 7.9％にとどまってい

る。また、『～1.0％』でも大企業（65.4％）、中堅企業（46.7％）、中小企業（36.1％）となっており、規模が小

さいほど低い適用金利での借入が行いにくい状況にあることが推察される。 
 

図表４（エ）（ａ） 現在の適用金利：業種別、規模別 
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10.2 

11.5 

5.0 

11.1 

14.3 

4.6 

1.9 

7.0 

3.8 

5.0 

4.4 

14.3 

3.8 

5.0 

2.7 

3.8 

3.3 

4.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(345)

製造業(159)

非製造業(186)

大企業(26)

中堅企業(60)

中小企業(252)

市外本社企業(7)

～0.5％ 0.6～1.0％ 1.1～1.5％ 1.6～2.0％ 2.1～2.5％ 2.6～3.0％ 3.1％～

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 

（注）無回答は除外して集計しています。 

 
 

借入期間（図表 4（エ）（ｂ））では、「3年超～5年以下」が 34.9％で最も高く、次いで「1年以下」（27.6％）、

「5年超～10年以下」（21.1％）となっている。 

規模別では、「1年以下」で大企業（44.0％）、中堅企業（42.6％）、中小企業（21.4％）と規模が小さいほど割

合が低く、一方、『3年超～』では大企業（44.0％）、中堅企業（41.1％）、中小企業（69.3％）と中小企業で借入

期間が長い様子がうかがえる。 
 
 

図表４（エ）（ｂ） 借入期間：業種別、規模別 

全産業(341製造業(158非製造業(1大企業(25)中堅企業(6中小企業(2市外本社企
1年以下 27.6 21.5 32.8 44.0 42.6 21.4 57.1
1年超～3年以下 10.9 9.5 12.0 12.0 16.4 9.3 14.3
3年超～5年以下 34.9 37.3 32.8 20.0 27.9 38.7 14.3
5年超～10年以下 21.1 25.9 16.9 20.0 6.6 25.0 14.3
10年超 5.6 5.7 5.5 4.0 6.6 5.6 0.0

27.6 

21.5 

32.8 

44.0 

42.6 

21.4 

57.1 

10.9 

9.5 

12.0 

12.0 

16.4 

9.3 

14.3 

34.9 

37.3 

32.8 

20.0 

27.9 

38.7 

14.3 

21.1 

25.9 

16.9 

20.0 

6.6 

25.0 

14.3 

5.6 

5.7 

5.5 

4.0 

6.6 

5.6 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(341)

製造業(158)

非製造業(183)

大企業(25)

中堅企業(61)

中小企業(248)

市外本社企業(7)

1年以下 1年超～3年以下 3年超～5年以下 5年超～10年以下 10年超

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 
（注）無回答は除外して集計しています。 
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資本性借入金、クラウドファンディング、社債の発行による資金調達手法の利用状況についてみると、資本性

借入金（図表 5（a））では、「興味がない」が 41.3％で最も高く、次いで「知らない」（40.4％）となっており、

あわせて 81.7％を占める。「利用している」は 1.1％にとどまる。 

規模別では、規模が大きいほど「興味がない」の割合が高く、規模が小さいほど「知らない」の割合が高くな

っている。なお、中小企業では利用している企業がある。 

 
図表 5（ａ） 資本性借入金：業種別、規模別 

1.1 

2.6 

0.0 

0.0 

0.0 

1.7 

0.0 

8.4 

9.0 

7.9 

2.0 

9.6 

9.6 

2.5 

41.3 

36.8 

44.6 

62.0 

50.0 

36.8 

32.5 

40.4 

41.0 

39.9 

32.0 

35.6 

43.8 

32.5 

8.9 

10.7 

7.6 

4.0 

4.8 

8.1 

32.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(550)

製造業(234)

非製造業(316)

大企業(50)

中堅企業(104)

中小企業(356)

市外本社企業(40)

利用している 興味がある 興味がない 知らない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 

 

クラウドファンディング（図表 5（ｂ））は、「興味がない」が 43.5％で最も高く、次いで「知らない」（39.8％）

となっている。 

規模別では、規模が大きいほど「興味がない」の割合が高く、規模が小さいほど「知らない」の割合が高くな

っている。なお、中小企業では利用している企業がある。 
 

図表 5（ｂ） クラウドファンディング：業種別、規模別 

0.4 

0.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.6 

0.0 

6.9 

6.4 

7.3 

2.0 

8.7 

7.6 

2.5 

43.5 

37.2 

48.1 

64.0 

54.8 

38.2 

35.0 

39.8 

44.0 

36.7 

30.0 

31.7 

44.7 

30.0 

9.5 

11.5 

7.9 

4.0 

4.8 

9.0 

32.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(550)

製造業(234)

非製造業(316)

大企業(50)

中堅企業(104)

中小企業(356)

市外本社企業(40)

利用している 興味がある 興味がない 知らない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 

 

社債の発行（私募債）（図表 5（ｃ））は、「興味がない」が 51.3％で最も高く、次いで「知らない」（27.8％）

となっている。また、「利用している」は 6.0％で、資本性借入金（1.1％）、クラウドファンディング（0.4％）

に比べ高い 

規模別では、規模が大きいほど「興味がない」の割合が高い。 
 
図表 5（ｃ） 社債の発行（私募債）：業種別、規模別 

6.0 

6.4 

5.7 
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5.7 
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9.2 

4.0 

4.8 

10.4 

32.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(550)

製造業(234)

非製造業(316)

大企業(50)

中堅企業(104)

中小企業(356)

市外本社企業(40)

利用している 興味がある 興味がない 知らない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 

5．資本性借入金、クラウドファンディング、社債の発行による資金調達手法の利用状況について 
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資本性借入金、クラウドファンディング、社債の発行による資金調達手法について、「利用している」または「興

味がある」と回答した企業がメリットを感じている点についてみると、資本性借入金（図表 6（ａ）複数回答）

は、「資金調達手法が多様化する」が 48.1％で最も高く、次いで「金融検査上、自己資本とみなされる」（36.5％）、

「期限一括償還」（17.3％）となっている。 

 
図表 6（ａ） 資本性借入金のメリット：業種別（複数回答） 

　　

期限一括償還 業績に連動した金利設定
金融検査上、自己資本と

みなされる

資金調達手法が多様化

する
無回答

全産業(52) 17.3 15.4 36.5 48.1 15.4

＜業種別＞

製造業(27) 22.2 14.8 48.1 33.3 18.5

非製造業(25) 12.0 16.0 24.0 64.0 12.0

0

10

20

30

40

50

60

70

全産業

製造業

非製造業

 
 

クラウドファンディング（図表 6（ｂ）複数回答）は、「資金調達手法が多様化する」が 60.0％で最も高く、次

いで「従来型の融資と異なる審査基準」（27.5％）、「テストマーケティングとしての活用性」（20.0％）となって

いる。 
 
 
図表 6（ｂ） クラウドファンディングのメリット：業種別（複数回答） 

　　

テストマーケティン

グとしての活用性

従来型の融資と

異なる審査基準

審査がスピー

ディー

利用プラットフォー

ムの選択可能性

資金調達手法が

多様化する

企業イメージの向

上
無回答

全産業(40) 20.0 27.5 5.0 7.5 60.0 10.0 12.5

＜業種別＞

製造業(17) 23.5 11.8 5.9 11.8 52.9 5.9 11.8

非製造業(23) 17.4 39.1 4.3 4.3 65.2 13.0 13.0

0

10

20

30

40

50

60

70

全産業

製造業

非製造業

 
 
社債の発行（私募債）（図表 6（ｃ）複数回答）は、「資金調達手法が多様化する」が 43.1％で最も高く、次い

で「償還期間が長期」（39.7％）、「規模の大きな資金調達が可能」（25.9％）となっている。 

  

図表 6（ｃ） 社債の発行（私募債）のメリット：業種別（複数回答） 

　　

規模の大きな資金調

達が可能
償還期間が長期 発行手続きが簡便

資金調達手法が多

様化する
企業イメージの向上 無回答

全産業(58) 25.9 39.7 8.6 43.1 22.4 13.8

＜業種別＞

製造業(22) 13.6 45.5 13.6 40.9 13.6 9.1

非製造業(36) 33.3 36.1 5.6 44.4 27.8 16.7

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

全産業

製造業

非製造業

 
 

6．資本性借入金、クラウドファンディング、社債の発行（私募債）のメリット 
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資本性借入金、クラウドファンディング、社債の発行（私募債）を利用しない理由（図表 7複数回答）につい

てみると、「現状の資金調達手法で十分」が 75.8％で最も高く、次いで「情報が不足している」（11.6％）、「特徴

がニーズに合致しない」（8.7％）となっている。 

規模別では、「現状の資金調達手法で十分」が大企業（94.3％）、中堅企業（75.9％）、中小企業（71.7％）と規

模が大きいほど現状の資金調達手法に対する満足度が高い様子がうかがわれる。一方、「情報が不足している」と

「手続きが複雑で難しい」では中小企業がそれぞれ 14.1％、8.3％と高く、新たな借入手法の情報が不足してい

る様子や対応面で課題を抱えている様子が垣間見える。 

 

図表 7 資本性借入金、クラウドファンディング、社債の発行（私募債）を利用しない理由：業種別、規模別  

（複数回答） 

　　

現状の資金調達手法

で十分
情報が不足している

手数料や金利等が高

い
手続きが複雑で難しい

特徴がニーズに合致し

ない
無回答

全産業(335) 75.8 11.6 7.5 6.3 8.7 6.3

＜業種別＞

製造業(135) 74.1 11.1 10.4 8.9 6.7 6.7

非製造業(200) 77.0 12.0 5.5 4.5 10.0 6.0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

全産業

製造業

非製造業

現状の資金調達手

法で十分

情報が不足してい

る

手数料や金利等が

高い

手続きが複雑で難

しい

特徴がニーズに合

致しない
無回答

大企業(35) 94.3 2.9 2.9 2.9 0.0 2.9

中堅企業(79) 75.9 8.9 8.9 3.8 13.9 3.8

中小企業(205) 71.7 14.1 8.3 8.3 7.8 8.3

市外本社企業(16) 87.5 12.5 0.0 0.0 12.5 0.0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

 

 

 

 

資本性借入金に対する興味の有無（図表 8（ａ））については、「よく分らない」が 41.0％で最も高く、次いで

「興味がない」（38.3％）で、「興味がある」は 15.3％にとどまる。 

規模別では、大企業、中堅企業では「興味がない」がそれぞれ 50.0％、45.9％で最も高いが、中小企業では「よ

く分らない」が 45.5％で最も高くなっている。規模が大きいほど「興味がない」の割合が高く、規模が小さいほ

ど「よく分らない」の割合が高くなっており、規模の違いによる情報収集力に差異があることが推測される。 

 

図表 8（ａ） 資本性借入金に対する興味の有無：業種別、規模別 

15.3 
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33.3 
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6.3 
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5.1 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(222)

製造業(96)

非製造業(126)

大企業(16)

中堅企業(37)

中小企業(156)

市外本社企業(13)

興味がある 興味がない よく分からない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 
 

 

7．資本性借入金、クラウドファンディング、社債の発行（私募債）を利用しない理由 

8．資本性借入金、クラウドファンディング、社債の発行（私募債）を知らない企業の興味の有無 
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クラウドファンディングに対する興味の有無（図表 8（ｂ））については、「興味がない」が 55.3％で最も高く、

次いで「よく分らない」（33.3％）となっている。「興味がある」は 6.4％にとどまる。 

規模別では、全ての規模で「興味がない」が最も高い。「興味がある」の回答は大企業と中堅企業ではないが、

中小企業では 8.2％あり、クラウドファンディングに関しては中小企業の関心が他の規模に比べて高い様子がう

かがえる。 

 

図表 8（ｂ） クラウドファンディングに対する興味の有無：業種別、規模別 

全産業(219製造業(103非製造業(1大企業(15)中堅企業(3中小企業(1市外本社
興味がある 6.4 7.8 5.2 0.0 0.0 8.2 8.3
興味がない 55.3 57.3 53.4 60.0 66.7 52.2 58.3
よく分からない 33.3 31.1 35.3 33.3 30.3 34.6 25.0
無回答 5.0 3.9 6.0 6.7 3.0 5.0 8.3
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53.4 
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66.7 

52.2 
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31.1 

35.3 

33.3 

30.3 
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25.0 

5.0 
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6.0 

6.7 

3.0 

5.0 

8.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(219)

製造業(103)

非製造業(116)

大企業(15)

中堅企業(33)

中小企業(159)

市外本社企業(12)

興味がある 興味がない よく分からない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 
 

社債の発行（私募債）に対する興味の有無（図表 8（ｃ））については、「興味がない」が 60.1％で最も高く、

次いで「よく分らない」（30.1%）となっている。「興味がある」は 5.9％にとどまっている。 

規模別では、全ての規模で「興味がない」が最も高い。次いで「よく分らない」となっている。 

 

図表 8（ｃ） 社債の発行（私募債）に対する興味の有無：業種別、規模別 
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全産業(153)

製造業(69)

非製造業(84)

大企業(12)

中堅企業(18)

中小企業(112)

市外本社企業(11)

興味がある 興味がない よく分からない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 

 

 

 
株式投資型クラウドファンディングに対する興味の有無（図表 9）については、「興味がない」が 61.1％で最も

高く、次いで「よく分らない」（18.5％）となっている。「興味がある」は 9.1％にとどまる。 

規模別では、全ての規模で「興味がない」が最も高く、規模が大きいほど高い。また、規模が小さいほど「興

味がある」の割合が高くなっているが、同時に「よく分らない」の割合も高くなっており、中小企業では、興味

があるものの情報が十分に得られていない様子が推察される。 

 

図表 9 株式投資型クラウドファンディングに対する興味の有無：業種別、規模別 
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興味がある 興味がない よく分からない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

9．株式投資型クラウドファンディングに対する興味の有無 
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第９４回 横浜市景況・経営動向調査票 特別調査 
            ―市内企業の資金調達手法について―    提出先：横浜市経済局 

 
１ 貴社における昨年度（平成 26年度）と比較した今年度（平成 27年度）の資金需要の見通しに関して、（a

～e）目的別と、(f)資金需要全体について、該当する番号１つに○をつけてください。 
 

(a)運転資金需要  １ 増加する   ２ 変わらない   ３ 減少する   ４ ない 

(b)設備資金需要  １ 増加する   ２ 変わらない   ３ 減少する   ４ ない 

(c)研究開発資金需要  １ 増加する   ２ 変わらない   ３ 減少する   ４ ない 

(d)返済資金需要  １ 増加する   ２ 変わらない   ３ 減少する   ４ ない 

(e)その他  １ 増加する   ２ 変わらない   ３ 減少する   ４ ない 

(f)資金需要全体  １ 増加する   ２ 変わらない   ３ 減少する   ４ ない 
 
２ 貴社における今年度の資金繰りの状況をどのように判断していますか。(a)現在の状況と、(b)昨年度から

の状況の変化について、該当する番号１つに○をつけてください。 
 

(a)現在の状況  １ 非常に楽  ２ やや楽  ３ 普通  ４ やや厳しい  ５ 非常に厳しい 

(b)昨年度からの 

  状況の変化 

１ 非常に改善した      ２ やや改善した        ３ 変わらない 
４ やや厳しくなった     ５ 非常に厳しくなった 

 
３ 貴社における資金調達手法に関して、(a)現在と、(b)今後について、下表の選択肢の中から該当する番号

を、利用の割合が高いものから１つずつ順に回答欄に記入してください。 
  

１ 金融機関(銀行･信用金庫)のプロパー融資 ２ 横浜市の制度融資 ３ 神奈川県の制度融資 
４ 信用保証付融資(上記２、３以外) ５ 政府系金融機関融資 ６ 資本性借入金 
７ クラウドファンディング ８ 社債の発行(私募債)  ９ 社債の発行(公募債) 
10 株式(上場) 11 株式(非上場) 12 ベンチャーキャピタル 
13 ノンバンク 14 自己資本 15 親族・知人からの借入 
16  その他（具体的に                ） 

  

 

 

 

 
４ 直近の運転資金の借入の状況についてお伺いします。現在借入がない場合は→質問５にお進みください。 
 

 (ア) 借入手段はどれですか。質問３の選択肢より、番号 1つを回答欄に記入してください。 
 

(イ) 借入金利は、固定型ですか、変動型ですか。該当する番号１つに○をつけてください。 

        

 

 (ウ) 借入を行った時期はいつですか。 
 

 (エ) 上記で○を付けた借入の(a)現在の適用金利は何％ですか。また、(b)借入期間は何年ですか。 

それぞれについて、該当する番号１つに○をつけてください。 (金利は小数点第二位以下四捨五入) 
 

(a)現在の 

適用金利  

１   ～0.5％  ２ 0.6～1.0％  ３ 1.1～1.5％  ４ 1.6～2.0％ ５ 2.1～2.5％  
６  2.6～3.0％    ７ 3.1～3.5％  ８ 3.6～4.0％ ９ 4.1～5.0％ 10 5.1％～ 

(b)借入期間 １ 1 年以下 ２ 1 年超～3 年以下 ３ 3 年超～5 年以下 ４ 5 年超～10 年以下 ５ 10 年超 
 
 
 

(a)現在 第１順位  第２順位  第３順位  

(b)今後 第１順位  第２順位  第３順位  

平成   年   月 

 

１  固定型    ２ 変動型  
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５ 本市では、豊かな市民生活を支える横浜経済の持続的発展を目指し、平成 26年３月に「成長分野育成ビジョ
ン」を策定しました。このビジョンでは、「チャレンジする企業の資金調達支援戦略」として、多様な資金調
達の推進を掲げており、現在３つの取組を行っております。それぞれ該当する番号１つに○をつけてください。 

 

(a)資本性借入金       １ 利用している  ２ 興味がある  ３ 興味がない  ４ 知らない 
(b)クラウドファンディング 
（購入型）（融資型）    

１ 利用している  ２ 興味がある  ３ 興味がない  ４ 知らない 

(c)社債の発行（私募債）   １ 利用している  ２ 興味がある  ３ 興味がない  ４ 知らない 
                        

質問６－a～c、９にご回答ください        質問７、９にご回答ください 
           質問６－a～c、７、９にご回答ください   質問８－a～c、９にご回答ください 

  
６－a ５－(a)資本性借入金について、「１ 利用している」または「２ 興味がある」と回答した方にお伺い

します。資本性借入金のどの点にメリットを感じられましたか。該当する番号に○をつけてください。(複
数回答可) 

 
１ 期限一括償還          ２ 業績に連動した金利設定  

３ 金融検査上、自己資本とみなされる ４ 資金調達手法が多様化する  
 
６－b ５－(b)クラウドファンディングについて、「１ 利用している」または「２ 興味がある」と回答した

方にお伺いします。クラウドファンディングのどの点にメリットを感じられましたか。該当する番号に○
をつけてください。(複数回答可) 

 
１ テストマーケティングとしての活用性  ２ 従来型の融資と異なる審査基準  

３ 審査がスピーディー         ４ 利用プラットフォームの選択可能性 

５ 資金調達手法が多様化する         ６ 企業イメージの向上  
  
６－c ５－(c)社債の発行(私募債)について、「１ 利用している」または「２ 興味がある」と回答した方に

お伺いします。社債(私募債)のどの点にメリットを感じられましたか。該当する番号に○をつけてくださ
い。(複数回答可) 

 
１ 規模の大きな資金調達が可能     ２ 償還期間が長期        ３ 発行手続きが簡便  

４ 資金調達手法が多様化する       ５  企業イメージの向上       
  
７   ５で一つでも「２ 興味がある」または「３ 興味がない」と回答した方にお伺いします。 

利用していない理由を教えてください。該当する番号に○をつけてください。 (複数回答可) 
 

１ 現状の資金調達手法で十分     ２ 情報が不足している     ３  手数料や金利等が高い 

４ 手続きが複雑で難しい       ５ 特徴がニーズに合致しない  
       

８－a ５－(a)資本性借入金について、「４ 知らない」と回答した方にお伺いします。 
資本性借入金の概要は、「長期の期限一括償還、成功判定型の金利設定、さらに金融検査上、負債ではな
く自己資本とみなされる借入金」です。該当する番号１つに○をつけてください。 

 
     １ 興味がある    ２ 興味がない     ３ よく分からない 
     
８－b ５－(b)クラウドファンディングについて、「４ 知らない」と回答した方にお伺いします。 

クラウドファンディングの概要は、「インターネットを介して、不特定多数の人々から少額ずつ資金調達
する手法」です。該当する番号１つに○をつけてください。 

 
     １ 興味がある    ２ 興味がない   ３ よく分からない 
 
８－c ５－(c)社債の発行(私募債)について、「４ 知らない」と回答した方にお伺いします。 

(c)社債の発行(私募債)の概要は、「一般に広く募集される公募債（不特定多数の投資家を対象）とは異

なり、少数の投資家(金融機関)が直接引き受けする社債」です。該当する番号１つに○をつけてくださ

い。 
 
     １ 興味がある    ２ 興味がない   ３ よく分からない 
 

９ 金融商品取引法の改正によって、５月から非上場株式への株式投資型クラウドファンディング（※インター

ネット経由で株式を発行し、多数の資金提供者から少額ずつ資金を集める株式形態の資金調達手法）解禁とな

り、非上場会社の新たな資金調達手法の一つとして、期待されています。該当する番号１つに○をつけてく

ださい。 
 
     １ 興味がある    ２ 興味がない     ３ よく分からない 
                    

 

 
       ― ご協力ありがとうございました ― 
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